
資料3

１ ⽔素等の受⼊環境の整備
⽔素・燃料アンモニア等の輸⼊に対応した
港湾における受⼊環境の整備 ２−２ 港湾地域の脱炭素化

⽕⼒発電、倉庫等の臨海部⽴地産業と連携し
港湾地域において⾯的な脱炭素化

２−１ 港湾オペレーションの脱炭素化
荷役機械等など、港湾オペレーションの
脱炭素化

⾏政機関、港湾⽴地・利⽤企業等が連携し、
港湾地域で効率的な脱炭素を推進

カーボンニュートラルポート（CNP）の形成

脱炭素社会の実現

脱炭素化推進協議会について

【エネルギー供給】 【エネルギー利⽤】

カーボンニュートラルポートとは・・・
港湾において⽔素・燃料アンモニア等の⼤量・安定・安価な輸⼊・貯蔵等を可能とする受
⼊れ環境の整備や、港湾オペレーション及び港湾⽴地産業の脱炭素化を図り、脱炭素化社
会の実現に貢献していく港湾
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カーボンニュートラルポート（CNP）について

1



協議会設置の背景

島国である⽇本における港湾

〇 輸出⼊貨物の99.6%が経由する国際サプライチェーンの拠点
〇 CO2排出量の約６割を占める発電所、鉄鋼、化学⼯業等の多くが⽴地する
臨海部産業の拠点、エネルギーの⼀⼤消費地点

→ すなわち、港湾地域は脱炭素エネルギーである⽔素や燃料アンモニア等の輸⼊
拠点となるとともに、これらの活⽤等によるCO2削減の余地も⼤きい地域。

→ このため、港湾地域において脱炭素化に向けた先導的な取組を集中的に⾏うこ
とは、我が国の2050年カーボンニュートラルの実現に効果的・効率的であると考
えられる。

カーボンニュートラルポート(CNP)の背景
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協議会設置の背景

〇 令和２年12⽉ 「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成⻑戦略」

今後の産業として成⻑が期待される重要分野14産業について「実⾏計画」が策定され、そ
のうち港湾の分野において、カーボンニュートラルポート(CNP)の形成が位置付けられた。

〇 令和3年12⽉ カーボンニュートラルポート形成に向けた施策の⽅向性とCNP
形成計画策定マニュアルの取りまとめ

港湾管理者によるカーボンニュートラルポート(CNP）形成計画※の策定を促進
するためのマニュアルを取りまとめた。
※下記の法律改正により「港湾脱炭素化推進計画」に読み替え

〇 令和４年12⽉施⾏ 港湾法の⼀部を改正する法律

多岐に亘る関係者が参加する港湾脱炭素化推進協議会を踏まえ、港湾脱炭素化推
進計画を作成し、計画に基づいて各関係者がそれぞれの取組を進めるための仕組み
を整備した。

カーボンニュートラルポート(CNP)の背景
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協議会設置の背景
港湾脱炭素化推進計画とは・・・

港湾におけるカーボンニュートラルの実現のため、各港湾において発⽣している
温室効果ガスの現状及び削減⽬標、それらを実現するために講じるべき取組、⽔
素・燃料アンモニア等の供給⽬標および供給計画等をとりまとめたもの。

【計画の主な記載項⽬】
〇基本的な事項
（⽅針、計画期間、⽬標年次、
対象範囲、計画策定及び推進体制等）

〇温室効果ガス排出量の推計
〇温室効果ガスの削減⽬標、削減計画

〇⽔素・燃料アンモニア等供給⽬標及び供給計画
〇港湾・産業⽴地競争⼒の強化に向けた⽅策
〇ロードマップ
〇対策の実施・進捗管理・公表
（計画の実施、進捗簡易、公表の⼿法）

5



協議会設置の背景
対象範囲は、公共ターミナルの他に、ターミナルを経由して⾏われる物流活動、
専⽤ターミナルの利⽤事業者、電⼒、鉄鋼、化学⼯業（⽯油化学）等の活動も含
め、港湾地域全体を俯瞰して、⾯的に設定することを推奨している。
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・2021年12⽉、国⼟交通省
港湾局より「カーボン
ニュートラルポート(CNP)
策定マニュアル(初版)」が
公表

・港湾管理者はCNP形成計
画の策定にあって協議会を
設置し、関係者と連携しそ
の意⾒を反映する。

・協議会関係者との協議、
連携、情報共有等を通じ、
定期的な⾒直しを⾏い
PDCAサイクルを構築する。

協議会設置の背景
港湾脱炭素化推進計画の策定フロー
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協議会設置の背景
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資料：「CNP形成計画ｲﾒｰｼﾞ」国⼟交通省港湾局

温室効果ガス削減計画のイメージ

区分別（ターミナル内外など）、対象施設別にCO2排出量とCO2削減量を設定。
これらについては企業等へのヒアリング、アンケート等を⼗分に踏まえ作成。

協議会設置の背景
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その他

■⽔素・燃料アンモニア等の需要推計・供給⽬標

→ 温室効果ガス削減計画に基づき推計
対象港湾及び周辺地域における⽔素・燃料アンモニア等の需要量
（計画対象範囲外の取組等で必要となり、対象港湾を経由する⽔素・燃料
アンモニア等の貨物量）

■港湾・産業⽴地競争⼒の強化に向けた⽅策

→ 港湾における安価で⼤量の⽔素・アンモニア等の受⼊れにより、港湾・臨海
部産業における輸送コストの低減、熱（冷熱）の効率的な利⽤を背景とした、
産業集積を図る⽅策を打ち出す。

協議会設置の背景
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